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 第50回市民会議が、「新型コロナウイルス感染症の下での弁護士会の会務運

営」というテーマで行われた。 

 当会の田島正広副会長から、新型コロナウイルス感染症の下での当会の取組

み（事務局体制、法律相談体制、弁護士の研修や委員会等の運営など）につい

て、資料に基づいて説明があり、その後、意見交換が行われた。意見交換で

は、次のような意見が出された。 

・ コロナ禍を機に、ウェブやチャットを利用した法律相談など、デジタル化

を大胆に進めてよいのではないか。そのためには、弁護士のボランティア

活動にのみ期待するのではなく、公的支援についても考える必要がある。 

・ コロナ禍で迅速な権利救済が損害されないよう、ウェブ会議やリモートワ

ークを導入するなど、弁護士会としても留意してほしい。 

・ 新型コロナウイルス関連の法律相談について、昨年7月に日弁連の法律相談

が終了した後も継続していたことや、本年2月に同法律相談を全件無料化し

たことについて、もっと広報してもよかったのではないか。 

・ ウェブ会議などの技術導入を加速することで、働き方改革や市民からのア

クセス向上につなげることができるのではないか。 



・ コロナ禍で、社会的な弱者の存在が強く浮き彫りになったと感じており、

必要な支援が重要と考えている。 

・ 裁判傍聴が従前より制約されているように感じる。公開の裁判を受ける権

利が阻害されないか、弁護士会としても注視するべきである。 

・ 会長声明や談話について、社会の中での弁護士の役割を広くとらえて、社

会が望む内容のものをもっと発信してほしい。 

・ 若年層にも、コロナ禍で想定外の被害を受けている人がいるので、そうし

た人たちにも届くように、SNSなどの積極的な利用を考えてほしい。 

・ 弁護士会の施策の継続性の観点から、役員の任期を伸長したり、一度の改

選を半数程度とすることはできないか。 

・ ワクチン接種が進んでもウイルスがなくなるわけではない。事態が落ち着

いたとしても、「ウィズコロナ」「アフターコロナ」という次のステップ

において、引き続き、非正規雇用者やフリーランスの人たちが抱える問題

の対策を考えてほしい。 

・ ウェブ会議が浸透してきているので、この市民会議にも、一般市民が参加

できるようにしてはどうか。 

・ 感染症拡大の中で、プライバシーの保護の重要性が高まる一方、国家によ

る監視も強まっているように感じる。人権に詳しい専門家としての弁護士

の発言が重要な局面にあるのではないか。 


